組合金融の形成と中央卸売市場の課題 : 京都中央信用金庫の設立をめぐって by 並松 信久

































































るという目的をもっているためである。信用金庫は 2016（平成 28）年 3月現






















全国の信用金庫のなかで、預金残高第 1位は京都中央信用金庫の 44,008 億円
であり、第 2位の城南信用金庫（東京都品川区）の 35,338 億円を大きく上回り、
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組合と従来の形態の信用組合が併存することになり、後者は「準市街地信用
組合」と通称された。市街地信用組合の新設は、法改正の翌 1918（大正 7）
年には 38 組合にすぎなかったが、大正 10 年代から急激に増加した。この増
加要因は、第一次大戦後の不況による中小銀行の破綻で中小商工業者の資金
難が拡大したこと、さらに関東大震災（大正 12 年 9 月）によって被災地への
復興資金需要に応じる必要が生まれたことなどであった。信用組合は 1925（大




合員 1,838 人）が貯金残高 123 万 6,000 円で第一位であり、第二位が京都信用
金庫の前身である京都繁栄信用組合（1923 年設立、組合員 184 人、以下は繁
栄組合）で 97 万 2,000 円であった。もっとも、組合員 1人当たりの貯金額で
は繁栄組合が 5,186 円であり第一位であった。1人当たりの貯金額の第二位は





























2年 4 月 22 日現在）、京都府下の産業組合（信用組合を含む）の銀行に対す
る預け金状況をみると、産業組合と京都府信用組合連合会（以下は府信連）
が銀行に預け入れしていた預金総額は 12,588,598 円であり、そのうち休業銀












1927（昭和 2）年 4 月に発足した田中義一（1864―1929）内閣は、高橋是
清（1854―1936）蔵相のもとで緊急勅令としてモラトリアムを公布し、3週




を除き、モラトリアムの期間中に限り 1口 50 円を限度に、払戻しに応ずるこ








れていった。1926（昭和元）年末に 1,420 行あった普通銀行数は、3 年後の
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られ、その金額を競うという状況になった。京都市の国民貯蓄組合全体の
1943（昭和 18）年の目標額は 5億 7,200 万円とされ、その内訳は、地域は 1,400
































京都市中央卸売市場は 1927（昭和 2）年 10 月に、鮮魚部・川魚部・青果部・
塩干魚部の四部について、その所属仲買人の収容に関する告示を出し、仲買
人の業務許可の申請手続きが行なわれた。仲買人はほぼ個人営業者であった
が、施行細則によって収容仲買人数は、鮮魚部 180 人以内、川魚部 50 人以内、













買人 1人当たりの取扱金額は、1928（昭和 3）年度で平均 53,987 円、1929（昭
和 4）年度で平均 55,378 円であった。1931（昭和 6）年度ないし 1934（昭和 9）
年度でも、たとえば鮮魚部仲買人 1人当たり取扱高において、年額約 12 万円



















38 条に規定されたものであった。仲買人は業務許可日から 15 日以内に、鮮
魚部は 400 円、川魚部は 200 円、塩干魚部は 300 円を、京都市に対して供託
するというものであった。また仲買人の買入制限額は各部とも 1名について















合員数 159 名で設立された。この組合員数は増え続け、1935（昭和 10）年に
は 176 人に増加した。1929（昭和 4）年に京都海産物仲買組合は組合員数 90
名で設立された後、1935（昭和 10）年には 110 名に達した（これが塩干魚部







































































売市場では鮮魚部仲買奨励金は 3分（塩干魚部は 2分、青果部は 3分）であり、
その他に店舗配達料を会社負担約 2厘 5 毛（安値のときは 3厘弱）とされ、











融通していた。これらの銀行と貸借関係を結ぶ仲買人は 40 ～ 50 名であり、
その融通額は 1年当たり 15 ～ 25 万円であった（昭和 10 年度）。その貸付条
件は（1）卸売人である生魚株式会社に対する支払代金であること、（2）融通
額は 1株につき 15 円以内であることなどであった。貸付利率は日歩 1銭 6厘
～ 1銭 9 厘であり、貸付期間は 1ヶ月程度の短期とそれ以上の期間にわたる
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株券を担保とした貸付を行なっていた。このような経路を通じた銀行から塩








魚部を合わせて約 3,000 人であり、両部兼業買出人は約 600 人であった。買
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を招いたが、京都市中央卸売市場においても入荷量の減少などで大きな影響
を受けた。





























ために 1938（昭和 13）年から 1939（昭和 14）年にかけて、政府による生産・
流通の両段階での各種価格統制策は、鮮魚や青果物を適用外としていた。し















基づいて、1940（昭和 15）年 2月に京都生魚仲買組合は全組合員 169 人が発
起人となって、信用組合の創立総会にこぎつけた。この総会において、産業
組合法に基づく「有限責任京都市中央市場信用組合」（以下は中央市場信用組
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組合に届いた。それを受けて出資金の引受けに取りかかるが、出資金は 1口
50 円として、15 口（750 円）と 30 口（1,500 円）のいずれかを 1人当たりの
出資額と決められた。169 人の発起人（仲買人）は、74 人が 15 口、95 人が




























  （ 64 ）213
京都府保安課の調査によると、1937（昭和 12）年 2 月と 1940（昭和 15）
年 2月の価格比は、にんじん 247、たまねぎ 150、きゃべつ 178、ほうれんそ
う 420、はくさい 448 の指数を示し、それぞれの年の 6月の価格比も、44 ～
100％の価格上昇を示した。保安課はこれを「暴利」と認定して、魚類 170 人、
蔬菜 90人の仲買人および公設市場の買出人 4,000 人を一斉検挙した
（51）
。そして、
仲買人の 2割以上、立売人の 2割以上、小売商の 2割以上にあたる 150 余名を、
買入れ違反および販売違反として検挙し、各署へ留置して取調べを行なった。
さらに 1割以上の利益を上げている業者に対して営業停止とした。この結果、












合としての機能を維持し、営業日数は 161 日、預金残高 21 万 9,409 円、貸出
残高 20 万 6,052 円（預貸率 93.9％）で、余剰金 50 円を計上し、その全額が
準備金に繰り入れられた
（53）




































仲買人制度の廃止によって仲買人は一斉検挙され、10 月 17 日以降、中央卸
売市場は仲買人不在となった。
当時の京都市中央卸売市場の鮮魚・塩干魚・青果の各部門の仲買人は総計
597 人（鮮魚部は 169 人）で、仲買に従事する従業員（仲買店の店員）の概
数は 629 人であった。これらの仲買人が転業または廃業（全国では 5,000 人
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以上）したが、転業先は卸売会社、小売商業組合、その他であった。仲買人（仲









を受けた。1941（昭和 16）年の第二年度決算では、組合員数は 203 人と前年
度よりも 5人増加し、出資金も 20 万 2,400 円と、前年度よりも 5,200 円増加し、
さらに預金残高も 33 万 2,529 円と、前年度よりも 11 万 3,120 円増加したもの
の、貸出残高は 6万 7,746 円と 13 万 8,306 円の減少であり、預貸率は前年の







た。さらに 1942（昭和 17）年の第 2回通常総会で役員の定足数を、従来の理







事になった。第 3年度（昭和 17 年末）の決算では預金残高は 54 万 9,875 円（前
年比 65.4％増）で、余剰金が 4,541 円（前年比 68.1％増）と伸びた。しかし
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戦争の激化による市場入荷数量の激減もあり、組合員は前年度の 203 人から
110 人へとほぼ半減し、同様に出資金も 20 万 2,400 円から 10 万 2,243 円へと
半減した。第 4年度（昭和 18 年末）も、組合員数が 122 人とやや回復したも
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増加預金額の 10％以上と余裕金を払戻準備預金として、信用組合連合会に預
け入れ、同連合会を通じて国債購入に充てるという方法がとられた。
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よることになった。そして三つは旧券失効時点の財産調査を行なう「臨時財




































年 8 月の同年度前期特別予算では、預金残高は 449 万 8,830 円となり、前年




1947（昭和 22）年度の決算時点で、組合員は前期（昭和 21 年 8 月）よりさ
らに26人増えて139人となり、預金残高も1,263万 4,600円と約3倍に伸びた。
前期には低かった預貸率（6.5％）や剰余金（844 円）も、それぞれ 32.7％、2
万 6,521 円への上昇した。そして 1948（昭和 23）年には営業区域をそれまで
の「京都市下京区」から「京都市一円」に切り替える措置を講じ、「中央卸売
市場関係者のための金融機関」から「京都市民のための金融機関」へ転換し













 （ 71 ） 組合金融の形成と中央卸売市場の課題 206
中央市場信用組合の 1949（昭和 24）年 3月末の決算では、預金残高は 3,963
万 8,600 円で前年度の 3倍以上となり、翌 1950（昭和 25）年 3月末の決算では、





24）年 4月に始めた「200 万円達成運動」の結果、翌 1950（昭和 25）年 3月
時点で 210 万円（前年度の 7.7 倍）に達した。組合員数も 440 人と、1年前の






面的に撤廃された。生鮮食料品では、すでに 1947（昭和 22）年 10 月に果実類、
1948（昭和 23）年 5月に高級魚、1949（昭和 24）年 5月に青果物が順次統制
を解除されていた。鮮魚・塩干魚の統制撤廃によって、全生鮮食料品が 10 年
ぶりに自由な取引に戻った。こうした統制撤廃の動向と並行して、仲買人制





































くことになった。こうして翌 1951（昭和 26）年 4月から名称は「京都中央信
用組合」に変更された。中央市場信用組合として最後の決算となった同年 3
月末の預金残高は 1億 5,657 万 8,000 円となり、初めて 1億円をこえ、前年度
に比べて 62.7％増となった。貸出残高も 7,802 万 700 円で 250％の増加で、預
貸率はそれまで 20 ～ 30％であったが、49.8％へ上昇した。組合員は 403 人増
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に移す制度であり、信用組合にとっては資金の拡充によって、中小企業金融
の円滑化を図れるというメリットがあった。期限 90 日で日歩 1銭 8厘の利率
という条件で、全国信用協同組合連合会を通じて、全 653 組合のうち 100 組


















信用金庫を選択する組合の改組は、同年 10 月の第 1次に始まり、1953（昭和
28）年 6月の第 3次まで行なわれた。この結果、合計 560 組合が金庫に改組（ほ






中央信用金庫の規模は、会員 1,092 人、総代 122 人、職員 66 人、出資金 1,247
万 1,000 円、預金残高 2 億 4,529 万 9,000 円、貸出残高 1 億 5,904 万 2,000 円










たが、それは京都府下の銀行 25 行のうち 12 行に及んだ。このために 1932（昭
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